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第 5章

東アジアの国際産業連関と生産ネットワーク

黒 岩　郁 雄

はじめに

　東アジアでは，完成品までのいくつもの生産工程を異なる国で行う「フラ

グメンテーション」や「工程間分業」が統合の原動力になってきたといわれ

る。そのため，東アジアの経済統合を，最終財の取引ではなく，中間財貿易

を通じた生産や流通のネットワークの側面から捉えるのは適切なアプローチ

であるかもしれない。

　ところで，上述の「完成品までのいくつもの生産工程」を直接の分析対象

とし，それを生産技術や産業構造の視点から精緻に理論化してきたのが産業

連関論である。通常，産業連関論では国内取引を対象に，産業同士のリンケ

ージ分析や産業連関表の配列の組替え（「三角化」，「ブロック化」等）を行う

ことによって，経済体系内部に潜む産業同士の「結合体」（cluster）や「迂

回生産の経路」を明らかにする。ところが東アジアでは，多国籍企業の活動

が広域化し，これまで国内で行われてきた生産工程の一部が域内に拡散した。

その結果，国内の投入産出構造が国際的に展開し，国境を越えて投入財の取

引が拡大するとともに，東アジア域内における産業同士の結合体や迂回生産

の経路も急速に変容を遂げてきたものと推測される。

　このような状況は，もっぱら国内経済を対象としてきた従来の産業連関論

の枠組みだけでは十分に捉えることができない。国内のみならず国境を跨ぐ
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経済取引をも組み込んだ国際産業連関表を用いることによって，はじめて東

アジア域内に拡がる生産ネットワークの全体像を捉えることができよう。本

章は，「アジア国際産業連関表」を用いながら，東アジアにおける中間財貿

易の趨勢や中間財貿易を通じて形成される国際的な産業連関（空間リンケー

ジ）について分析を行う。特に東アジアの生産ネットワーク形成に主導的な

役割を果たしてきた機械産業に着目し，同産業の結合体が東アジア域内でど

のように発展してきたかを明らかにしたい。

　本章の構成は下記のとおりである。第 1節では中間財貿易に着目しながら

域内投入比率，海外依存比率などの変化を示す。またグルーベル・ロイド指

数を用いて産業内貿易の趨勢をフォローする。続く第 2節では産業の連関構

造や空間リンケージについて検証し，それを踏まえて機械産業の結合体につ

いて分析を行う。

第 1節　東アジア域内の中間財貿易の拡大

1．中間財貿易の趨勢

　ここでは，1985年，95年のアジア国際産業連関表を用いながら，中間財貿

易を中心とした東アジアの域内貿易がどのように拡大してきたか見てみよう。

表 1は，アジア国際産業連関表の内生国である東アジア 8カ国＋日・米にお

ける全産業の総投入額ならびに自国を除く他の内生国からの投入額を示して

いる。無論，アメリカは東アジアの一部ではないが，後述するように，東ア

ジア諸国と強い生産ネットワークを形成しているため，ここでは便宜的にア

メリカを含む全内生国を域内国として扱っている。また東アジアのなかで，

日本は他の東アジア諸国（東アジア 8カ国）とは異なる経済発展段階あるい

は経済的位置づけにあるため，それらとは区別する。

　表中の中間財，消費財，資本財の取引額は，それぞれ国際産業連関表の中



第 5章　東アジアの国際産業連関と生産ネットワーク　111
表
1
　
取
引
額

（
単
位
：
億
ド
ル
）　

中
間
財

消
費
財

資
本
財

19
85
年

19
95
年

19
85
年

19
95
年

19
85
年

19
95
年

総
投
入

域
内
投
入

総
投
入

域
内
投
入

総
投
入

域
内
投
入

総
投
入

域
内
投
入

総
投
入

域
内
投
入

総
投
入

域
内
投
入

中
国

3,
46
0 

96
 
11

,5
47

 
45
5 

1,
90
1 

22
 

4,
28
7 

43
 

92
7 

73
 

2,
43
1 

14
4 

韓
国

1,
21
3 

12
2 

5,
70
9 

54
0 

64
0 

11
 

3,
12
2 

54
 

27
3 

25
 

1,
90
2 

15
9 

台
湾

87
7 

79
 

3,
10
8 

44
9 

39
7 

9 
1,
95
3 

72
 

11
6 

14
 

62
3 

11
1 

シ
ン
ガ
ポ
ー
ル

29
6 

81
 

1,
40
4 

42
7 

10
5 

15
 

41
8 

40
 

75
 

15
 

27
6 

74
 

マ
レ
ー
シ
ア

31
1 

50
 

1,
18
3 

28
0 

20
2 

20
 

51
7 

77
 

93
 

18
 

38
2 

15
7 

タ
イ

37
5 

31
 

1,
89
5 

29
0 

30
0 

7 
1,
14
2 

24
 

88
 

12
 

74
4 

11
1 

フ
ィ
リ
ピ
ン

26
2 

18
 

68
6 

96
 

24
7 

3 
63
8 

19
 

50
 

3 
16
2 

34
 

イ
ン
ド
ネ
シ
ア

62
1 

42
 

2,
03
8 

12
0 

61
6 

4 
1,
75
9 

42
 

19
6 

11
 

62
4 

54
 

東
ア
ジ
ア
8
カ
国

7,
41
5 

51
8 

27
,5
70

 
2,
65
8 

4,
40
8 

91
 
13

,8
36

 
37
1 

1,
81
7 

17
0 

7,
14
3 

84
3 

日
本

14
,4
64

 
44
4 

45
,8
09

 
1,
05
0 

9,
15
5 

57
 
36

,1
66

 
43
4 

3,
60
2 

40
 
14

,8
43

 
24
4 

ア
メ
リ
カ

33
,9
52

 
42
4 

63
,7
81

 
1,
23
9 

34
,3
00

 
45
0 

59
,1
69

 
68
7 

6,
57
9 

23
3 

12
,8
69

 
61
2 

総
合
計

55
,8
31

 
1,
38
6 
13
7,
16
0 

4,
94
8 

47
,8
63

 
59
9 
10
9,
17
1 

1,
49
2 

11
,9
98

 
44
3 

34
,8
55

 
1,
69
8 

　（
注
）　
1
　
表
中
の
総
投
入
は
，
各
国
に
お
け
る
中
間
財
投
入
，
民
間
＋
政
府
消
費
，
粗
固
定
資
本
形
成
を
全
産
業
で
集
計
し
た
も
の
で
あ
る
。

　
　
2
　
域
内
投
入
は
，
自
国
を
除
く
域
内
（
内
生
）
国
か
ら
の
投
入
額
。

　
　
3
　
東
ア
ジ
ア
8
カ
国
は
，
各
国
の
総
投
入
，
域
内
投
入
を
単
純
に
足
し
合
わ
せ
た
も
の
で
あ
る
。

　（
出
所
）　
19
85
年
，
19
95
年
ア
ジ
ア
国
際
産
業
連
関
表
を
も
と
に
筆
者
作
成
。



112

間財取引，民間＋政府消費，粗固定資本形成のマトリクスあるいはベクトル

から抽出され，国ごとに産業全体を集計したものである。したがって，それ

らのデータは実際の財の使用目的に従って作成されており，輸入国の国民所

得統計とも整合的である⑴。

　表 1によると，東アジア 8カ国の中間財総投入額は1985年から95年にかけ

て7415億ドルから 2兆7570億ドルにまで増加した。またその内訳は，各国の

経済活動水準をほぼ反映しており，たとえば1995年における中国の総投入額

1兆1547億ドルは，東アジア 8カ国で最大のウェイトを占めている。一方，

日・米の中間財総投入額は，東アジア 8カ国を大幅に上回るが，東アジア 8

カ国は日・米と比較して全体に占める中間財総投入額の割合が高いのが特色

である。一般に製造業のように迂回生産プロセスが長い産業では，中間財の

投入比率は高くなる。東アジアでは，サービス産業の比重が大きいアメリカ

などと比較して，迂回生産プロセスが長い産業の比重が高いため，そのよう

な構造になったと考えられる⑵。

　続いて中間財の域内（内生）国からの投入額を見ると，東アジア 8カ国で

は1985年から95年にかけて518億ドルから2658億ドルへと急増している。し

かし，その内訳は，総投入額とは異なり，必ずしも経済活動水準に対応して

いない。たとえば1995年における中国の域内国からの中間財投入額455億ド

ルは，韓国の540億ドルを下回り，台湾，シンガポールを若干上回る程度で

ある。また経済規模の圧倒的に大きな日・米の域内からの投入額は東アジア

8カ国（合計）の水準を大幅に下回っている。

　以上の関係は，総投入額と域内投入額の比率である「域内投入比率」を比

較すればより明確になる。表 2は，域内投入比率とともに，総投入額と総投

入額から国内投入額を差し引いた差額の比率である「海外依存比率」を示し

ている。表 2によると，1995年の東アジア 8カ国における中間財の域内投入

比率，海外依存比率はそれぞれ9.6％，19.8％であり，日・米を大幅に上回っ

ている。しかも，東アジア 8カ国のなかで両依存度が極端に高いのはシンガ

ポール，マレーシアなど人口小国であり，反対に中国，インドネシアなどは
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低い。これらは，産業構造が成熟しており（日・米のケース），しかも人口が

多い国ほど自給度が高いという経験則を反映したものと考えられる。

　続いて1985年から95年にかけて東アジア 8カ国における中間財貿易の推移

を見ると，域内投入比率（7.0％→9.6％）の伸び率は38％であり，海外依存比

率（16.4％→19.8％）の伸び率21％を大幅に上回っている。尾崎［2004］は，

アメリカと比較して，小国のあつまりである EC諸国が中間財の域内貿易を

域外貿易以上に急速に拡大することによって域内調達比率を高め，広域経済

圏としての完成度（自給度）を高めていったプロセスについて描写している

が，東アジアにおいても，日・米を包含したかたちで EC諸国と類似したプ

ロセスが進行しているのは興味深い。また韓国，インドネシア，日本以外の

国々では，中間財の域内投入比率，海外依存比率がともに上昇しており，海

外に対する依存度が全般的に高まっている⑶。

　最終財についてはアメリカの消費財総投入額が圧倒的に大きく（1995年に

おいて 5兆9169億ドル），東アジア 8カ国ならびに日本では資本財総投入額が

相対的に大きい。また域内国からの投入額を見ると，アメリカによる消費財

の域内からの投入が突出して大きい一方で（1995年において687億ドル），東ア

ジア 8カ国では消費財の域内からの投入が低く抑えられ（1995年において371

億ドル），個別の国で100億ドルを超えている国は皆無である。そのため，東

アジア 8カ国における消費財の域内投入比率ならびに海外依存比率は中間財，

資本財と比較して著しく低くなっている（1995年において2.7％ならびに8.2％）。

一方，東アジア 8カ国における資本財の域内からの投入は，総額843億ドル

にのぼり，日・米をも大幅に上回っている。その結果，東アジア 8カ国にお

いて資本財は中間財と比較して域内投入比率の伸び率では劣るが⑷，1995年

における域内投入比率，海外依存比率はともに中間財以上に高くなっている

（11.8％ならびに21.4％）。国別に見ると，シンガポール，マレーシアは粗固定

資本形成のそれぞれ26.8％，41.1％を域内から投入するなど，極めて高い水

準である。

　このように中間財，資本財に偏向した投入構造は，東アジア 8カ国にとっ
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て日・米を含む域内国からの投入が主として生産財の調達を目的に行われて

きたことを物語っており，生産財における経済統合が消費財に先行したとい

えよう。ただし，表 1からも明らかなように，東アジア 8カ国における中間

財の域内投入額は，資本財ならびに消費財よりも圧倒的に大きい。しかも，

1995年における東アジア 8カ国の中間財，消費財，資本財の域内投入額は，

それぞれ1985年の5.13倍，4.08倍，4.96倍に増加し，また，1985年から95年

にかけての中間財の域内投入額の増分2140億ドルは，消費財，資本財を合わ

せた全体の増分3093億ドルの69％を占めている。したがって，同期間におけ

る域内貿易は中間財貿易によって主導されてきたと結論づけられよう。

2．産業内分業の進展

　統合後の EC諸国の域内貿易が伝統的貿易理論に従わず，同一産業内に属

する同種商品の貿易（産業内貿易）の拡大によって発展してきたという指摘

は，すでに1960年代から行われていた（Balassa［1966］，Grubel［1967］）。ここ

では，56の共通部門分類を作成することが可能な1975年，90年，95年のアジ

ア国際産業連関表を用いてグルーベル・ロイド指数を算出し，産業内貿易の

推移を見てみよう⑸（章末テクニカル・ノート参照）。

　表 3によると，日・米を含めた域内諸国のグルーベル・ロイド指数の上昇

傾向は明らかである。財の使用目的別に見ると，特に中間財の上昇が著しく，

1975年における中間財のグルーベル・ロイド指数の（10カ国の加重）平均値

0.25は最も低かったが，1995年には消費財，資本財を上回っている。一方，

消費財の同指数0.30は1975年には中間財を上回っていたが，その後伸び悩ん

でいる。このことは，東アジア 8カ国＋日・米の域内貿易において中間財を

中心とする生産財の産業内貿易の比重が高まってきたことを示唆している。

国別に見ると，台湾，韓国，シンガポール，マレーシアなど工業化が進んだ

諸国では指数が高まる一方で，インドネシア，フィリピンなどでは全体的に

指数は低く，垂直的な分業構造を残している。
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　表 4は品目別のグルーベル・ロイド指数のうち，中間財のみを抽出し，上

位 8部門を掲載したものである。全般的に一次産業の指数は低いため，上

位を占めるのはすべて製造業品である。品目別に見ると，1975年時点では，

肉・酪農製品，皮革製品，その他繊維製品など軽工業品の指数が上位を占

めていた。しかし1990年以降は，印刷・出版の他に，ガラス製品，その他窯

業・土石，非鉄金属などの素材産業が躍進し，さらに1995年には精密機械，

表 3　グルーベル・ロイド指数

中間財 消費財 資本財
1975年 1990年 1995年 1975年 1990年 1995年 1975年 1990年 1995年

中国 0.47 0.66 0.04 0.20 0.35 0.51 
韓国 0.39 0.59 0.66 0.19 0.19 0.43 0.20 0.45 0.55 
台湾 　 0.60 0.75 0.32 0.64 0.69 0.76 
シンガポール 0.37 0.58 0.63 0.44 0.51 0.56 0.41 0.43 0.39 
マレーシア 0.23 0.34 0.58 0.44 0.55 0.63 0.35 0.26 0.52 
タイ 0.19 0.45 0.55 0.25 0.25 0.31 0.04 0.38 0.39 
フィリピン 0.12 0.42 0.52 0.30 0.32 0.37 0.03 0.31 0.31 
インドネシア 0.11 0.19 0.29 0.25 0.40 0.43 0.02 0.05 0.25 
日本 0.22 0.41 0.50 0.31 0.26 0.40 0.45 0.36 0.44 
アメリカ 0.30 0.46 0.57 0.29 0.19 0.33 0.50 0.56 0.61 
平均 0.25 0.46 0.57 0.30 0.25 0.39 0.38 0.45 0.52
　（注）　平均は，10カ国のグルーベル・ロイド指数を各国の貿易取引（輸出＋輸入）額のウェイト

によって，さらに加重平均したもの。
　（出所）　1975年，1990年，1995年アジア国際産業連関表をもとに筆者作成。

表 4　グルーベル・ロイド指数（中間投入財）

1975年 1990年 1995年
1 位 肉・酪農製品 0.70 ガラス製品 0.81 非鉄金属 0.77 
2 位 皮革製品 0.65 印刷・出版 0.80 その他窯業・土石 0.76 
3 位 その他繊維製品 0.60 その他窯業・土石 0.73 精密機械 0.75 
4 位 非鉄金属 0.59 その他製造業 0.65 印刷・出版 0.70 
5 位 印刷・出版 0.58 電気機械 0.63 その他輸送機械 0.69 
6 位 電気機械 0.57 その他ゴム製品 0.62 その他製造業 0.68 
7 位 ガラス製品 0.52 非鉄金属 0.62 ガラス製品 0.68 
8 位 基礎化学 0.51 皮革製品 0.60 電気機械 0.66
　（注）　表中の部門分類は，1975年表の56共通部門分類による（IDE Statistical Data Series No.39, 

1982, pp. 502-503）。
　（出所）1975年，1990年，1995年アジア国際産業連関表をもとに筆者作成。
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その他輸送機械，電気機械など機械産業の指数が高まっている⑹。

第 2節　東アジアの空間リンケージ

1．産業の連関構造と空間リンケージ

　第 1節で示されたように，東アジア 8カ国＋日・米における域内貿易は中

間財貿易に主導されて拡大し，域内への依存度を高めてきた。同時に産業構

造の高度化とともに，素材，機械産業などを中心に中間財の産業内貿易のウ

ェイトが高まった。これらは，冒頭で触れた東アジアにおける生産ネットワ

ークの形成とどのように対応しているのであろうか。本節では，産業の連関

構造について触れながら，東アジアの空間リンケージや機械産業の結合体に

ついて検討を行う。

　個々の産業の連関構造は，産業の技術的特性によって決定される。たとえ

ば，ビニロン製品を例にとり，素原材料から最終製品に至るプロセスを一般

化すると，図 1のようになる（尾崎・石田［1970］，尾崎［2004］）。

　図 1では素原材料からいくつかの加工段階を経て最終生産物に至るまでの

迂回生産の経路が示されている。個々の産業の間にこのような相互依存関係

（投入産出構造）がある場合，仮に最終生産物であるビニロン製品に対する需

要が拡大すると，その主要投入物であるビニロン紡績糸に対する派生需要が

発生する。続いてその派生需要はビニロン紡績糸の主要投入物であるビニロ

図 1　迂回生産の経路

［素原材料］→［（主要投入→産出）→（主要投入→産出）…］→［最終生産物］

　　　　　　　　　第 1加工段階　  　　 第 2加工段階…

（例）［原油］→［ビニロン樹脂　　 →　ビニロン紡績糸］　　→［ビニロン製品］
　（出所）　尾崎［2004］。
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ン樹脂へと波及し，最終的にもっとも上流にある素原材料である原油生産の

増大を促すようになる。一方，需要ではなく，供給の側面から生産波及効果

を捉えるとどうなるであろうか。一般に原油など川上産業の供給が増大する

と，それを投入するビニロン樹脂の生産能力が高まり，さらにそれを投入す

るビニロン紡績糸，ビニロン製品など川下産業の生産能力が高まっていく。

これら需要面および供給面の生産誘発効果は，それぞれ「後方連関効果」，

「前方連関効果」と呼ばれ，上述の議論から類推されるように，通常後方連

関効果は製造業品など中間投入物を多く投入する産業によって強く誘発され，

他方，前方連関効果は一次産品，素材など中間投入物として他産業に利用さ

れる産業によって誘発される。

　実際，チェネリー＝ワタナベが日本，アメリカ，イタリア，ノルウェイな

どの国内産業の連関構造を調べた結果，⑴農業，鉱業など中間投入型の一次

産品は前方（連関効果）＝高，後方（連関効果）＝低，⑵金属，化学など中

間投入型の製造業品は前方＝高，後方＝高，⑶食品，機械など最終需要型の

製造業品は前方＝低，後方＝高，⑷運輸・商業，サービスなど最終需要型の

一次産品は前方＝低，後方＝低，であることが明らかになった（Chenery and 

Watanabe［1958］）。

　図 1では主要投入物と産出物の関係が単線的に描かれているが，実際の生

産プロセスははるかに複雑である。つまり主要投入物の他に，他の系統の素

原材料やその加工物，エネルギー，補助材料，金融，運輸，通信，商業，サ

ービスなどさまざまな種類の財・サービスが併せて投入され，それらを通し

ても直接，間接の生産誘発効果が発生する。また実際の生産プロセスでは，

すべての中間財を国内市場から調達するのは困難であるため，一部の中間財

は輸入され，その結果，連関効果は国境を越えて空間リンケージを発生させ

る。特に小国や産業構造が未成熟な途上国の場合には，中間財の輸入量は大

きくなり，強い空間リンケージを発生させることが予想される。

　なお，ここで本章で用いる空間リンケージの定義を与えておこう。空間リ

ンケージとは，異なる国の間で中間財の投入産出関係を通じて結ばれる産業
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の相互依存関係のことであり，例えば，A国産業によって生産された中間財

が B国産業によって使用されるとき国境を越えて発生する。具体的には，B

国産業の生産が増大したとき派生需要が創出されて，A国産業の生産が直接

的，間接的に誘発される（空間的な後方連関効果）。一方，それと反対に，A

国産業の生産増大が B国産業への中間財供給を増大させて，B国産業の生

産能力を高める場合も考えられる（空間的な前方連関効果）。

2．東アジアの相互依存と空間リンケージ

　以上のように，産業の連関構造には生産技術によって規定された明確な規

則性が存在するとともに各国固有の生産構造が反映されている。そのため，

逆に連関構造を調べることによって経済体系内部における各国産業の位置づ

けや機能を知ることができよう。表 5は，（表 3， 4のグルーベル・ロイド指

数の計算で使用した56部門を統合して）23部門に変換した1995年アジア国際産

業連関表を用いて，空間的な前方，後方連関効果を計測し， 5％以上の強度

をもつリンケージ（つまり，自国産業の生産額の 5％以上を生産誘発効果として

相手国産業に及ぼすケース）のみを抽出したものである。そのため，国内産業

間のリンケージは一切含まれていない。また，国名と産業名を同時に記載す

るのは紙幅の都合上困難であるため，表 5ではリンケージの誘発国ならびに

受容国の名前をすべて捨象し，強い空間リンケージをもつ産業の組合せの数

のみを示している（空間リンケージの計測方法については章末テクニカル・ノー

ト参照）。

　表 5は，石油・ガスが石油精製にたいして強い前方連関効果を及ぼし（ 4

組），さらに石油精製は基礎化学にたいして同様の効果を及ぼす（ 1組）など，

産業の技術的特性を反映している。またその特性を産業別に見ると，石油・

ガス，鉱物資源など中間投入型の一次産品は前方連関効果が大きく， 5％を

越える空間リンケージの組合せの合計は，それぞれ11組， 9組である。続い

て基礎化学，鉄・非鉄金属など中間投入型の製造業品は，前方，後方連関効
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果の双方が強く（前 6組，後 7組および前10組，後 6組），他方，最終需要型

の製造業品である産業機械，電気機械，自動車等は後方連関効果が強い（10

組，18組，12組）。これらの連関構造は，チェネリー＝ワタナベが示した国内

産業の連関構造と類似しており，空間リンケージと国内の産業連関の間に類

似性が見られることを示唆している⑺。ただし，電気機械は前方連関効果も

強く（22組），最終財と同時に中間財（パーツ，コンポーネント等）としての

表 5　1995年空間リン

農林
水産

石油・
ガス 鉱物 食品 紡績 衣類 木材

製品
パルプ
・紙

基礎
化学

化学
製品

石油
精製

農林水産 1 1
石油・ガス 2
鉱物
食品 〈1〉 1
紡績 1〈1〉 2 〈2〉
衣類
木材製品 〈1〉 3〈2〉
パルプ・紙 3
基礎化学 1 7〈2〉 5 〈1〉
化学製品
石油精製 〈4〉 1〈1〉
ゴム製品
窯業・土石
鉄・非鉄 〈3〉
金属製品 〈1〉
産業機械 〈1〉
電気機械 〈1〉
自動車 1〈1〉
その他輸送
精密機械
その他製造業
輸送・商業 〈2〉 〈2〉
サービス他 〈2〉 〈5〉 〈3〉 〈6〉 〈2〉 〈1〉
合計 〈4〉 〈11〉 1〈9〉 2 2〈1〉 2 4〈8〉 3 7〈6〉 5〈1〉 3〈5〉
　（注）　1　表中の数字は，列方向の産業が行方向の産業に対して何組の強い空間リンケージを及
　　2　表中の数字は， 5 ％以上の強度をもつ後方連関効果の（産業同士の）組合せの数。一方
　　3　自動車には，自動車の他に，バイク，自転車が含まれている。
　　4　サービス他には，電力・ガス・水道，建設，サービス，公務等が含まれている。
　（出所）　1995年アジア国際産業連関表をもとに筆者作成。
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ケージ（産業×産業）

ゴム
製品

窯業・
土石

鉄・
非鉄

金属
製品

産業
機械

電気
機械 自動車 その他

輸送
精密
機械

その他
製造業

輸送・
商業　

サービ
ス他　 合計

2
2

1〈1〉
3〈3〉

3〈3〉
3

5 18〈3〉

1〈5〉
〈1〉 〈1〉

1 1
6〈5〉 6 3 2 2 19〈8〉
〈1〉 〈2〉

5 5〈1〉
〈1〉 2〈1〉 16〈15〉 1 19〈18〉

〈1〉 〈1〉 6〈1〉 7〈4〉
2 2

2 2
〈1〉 〈1〉 〈2〉

2 1 3〈4〉
〈2〉 〈2〉 〈2〉 〈3〉 2〈6〉 2 〈1〉 1〈4〉 〈2〉 〈1〉 5〈42〉
〈4〉 1 6〈10〉 6〈2〉 10〈4〉 18〈22〉 12〈1〉 4〈1〉 5〈5〉 5〈2〉 〈1〉 96〈97〉
ぼしているか示している。
〈　〉内の数字は，同様な強度をもつ前方連関効果の組合せの数。

性格付けが強まっている。これは，後述するように，東アジア域内において

電気機械の工程間分業が急速に進んでいることを反映したものであろう。

　続いて表 5の行方向の合計を見ると，各産業から後方連関効果を受容して

いる（同効果によって生産が誘発されている）産業は，基礎化学，鉄・非鉄金

属など素材産業に多く（18組，19組），他方，前方連関効果は，サービス他に

集中している（42組）。また電気機械は，前方，後方連関効果の双方を受け

る構造になっている（前18組，後19組）。

　表 6は，表 5と同じデータを用いているが，ここではリンケージの国名で
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はなく産業名を捨象している。そのため，強い空間リンケージを持つ国間の

関係が明らかになる。表 6によると，日・米など経済規模の大きな先進国で

は，自国産業の生産額の 5％以上の生産誘発効果を他国産業におよぼす産業

は存在しない。これは，生産誘発効果の絶対額が小さいためではなく，むし

ろ日・米における自国産業の生産額が格段に大きく，しかも自給度が高い生

産構造になっているためである。同様に貿易が急速に拡大している中国にお

いても，5％を越える強いリンケージは前方，後方連関効果を合せて 4組し

か存在しない。他方，インドネシア以外の東南アジア諸国や台湾などでは，

20組以上の強い空間リンケージが発生しており，特にマレーシア，フィリピ

ンにおける前方連関効果（25組，22組），台湾，フィリピンにおける後方連関

効果（22組，20組）が顕著である。これらの事実は，経済規模が小さく産業

構造が未成熟な途上国では，中間財の需給が国内市場でバランスせず，先進

国を中心に他国との中間財貿易によって補完されている実態を反映している。

　次に連関効果を受容している国を見ると，後方連関効果では，日本が63組

表 6　1995年空間リンケージ（国×国）

中国 韓国 台湾 シンガ
ポール

マレー
シア タイ フィリ

ピン　
インド
ネシア 日本 アメリ

カ　　 合計

中国 〈1〉 〈1〉 〈2〉  1 1〈4〉
韓国 1〈1〉 〈2〉 2〈1〉 〈1〉 3〈5〉
台湾  1  2  3
シンガポール 1〈2〉 1〈1〉 1〈1〉 3〈4〉
マレーシア  2 3〈4〉  1 〈1〉 6〈5〉
タイ 〈1〉 〈2〉 〈1〉 〈4〉
フィリピン
インドネシア  2  2
日本 1〈2〉 4〈1〉 14〈2〉 10〈2〉 7〈11〉 9〈4〉 12〈10〉 6〈8〉 63〈40〉
アメリカ 〈1〉 1〈2〉 4〈5〉 3〈9〉 2〈6〉 1〈3〉 3〈9〉  1 15〈35〉
合計 1〈3〉 5〈4〉 22〈7〉 17〈18〉 11〈25〉 13〈8〉 20〈22〉 7〈10〉 0〈0〉 0〈0〉 96〈97〉
　（注）　1　表中の数字は，列方向の国が行方向の国に対して何組の強い空間リンケージを及ぼし

ているか示している。
　　2　表中の数字は，5％以上の強度をもつ後方連関効果の（国同士の）組合せの数。一方〈　〉

内の数字は，同様な強度をもつ前方連関効果の組合せの数。
　（出所）　1995年アジア国際産業連関表をもとに筆者作成。
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と圧倒的に多く，全体の65.6％を占めている。一方前方連関効果では，日本

は相変わらずトップであるが，アメリカとの差は 5組にすぎない。全体的に

見ると，日本は東アジア諸国に対して迂回生産の上流に位置し，後方連関効

果の受容国（中間財の供給国）としての性格が強いのにたいして，アメリカ

は前方連関効果の受容国（中間財の需要国）としての性格が相対的に強いと

いえよう。また日・米は他のすべての東アジア諸国から強い空間リンケージ

を受けており，空間リンケージの受容国としての日・米合計のシェアは79.3

％と圧倒的に高くなっている。このように，少なくとも（産業の生産規模と

比較した）相対的なリンケージの強度という視点で見る限り，日・米と東ア

ジア諸国の関係は対等ではなく，非常に大きな偏りが見られる。このような

関係は，東アジア諸国の産業構造の高度化とともに修正されていくであろう

が，人口規模が小さな小国との間には偏った関係が残存するであろう⑻。

3．産業内空間リンケージ

　続いて表 5に戻ると，表中の対角要素のリンケージがかなり大きな割合を

占めていることがわかる。対角要素は，同一産業内の強い空間リンケージ

（以下，「産業内空間リンケージ」と呼ぶ）の数を示しており，したがってそれ

は中間財貿易を介して行われる同一産業内の工程間分業の進み具合を反映し

ている。なお前節のグルーベル・ロイド指数を用いた分析では，素材，機械

産業を中心に中間財の産業内貿易の比重が高まってきたことが示されたが，

それだけでは中間財の産業内貿易が東アジアの生産ネットワークのなかにど

のように組み込まれてきたのかわからない。そこで産業内空間リンケージに

着目することによって，工程間分業における各国産業の位置づけやそれを結

びつける中間財貿易の役割について知ることができよう。

　具体的には，前方連関効果は川上から川下産業に向けて波及する。産業内

空間リンケージの場合には，（同一産業内において）最初の生産工程を行った

国から次の生産工程を行う国へと波及していくであろう。一方，後方連関効
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果の場合には，それと反対方向に波及する。以下では，このような波及メカ

ニズムを念頭におきながら，1975年表，90年表に対しても同様の分析を行い，

工程間分業の進展について見てみよう。

　表 7は， 5％以上の強度をもつ，産業内空間リンケージの数（上位4位まで

を列挙）および産業内空間リンケージの総計が（異なる産業間の空間リンケー

ジを含めた）全体の空間リンケージに占めるシェアを示している。まずシェ

アを見ると，1975年には15.5％，29.6％にすぎなかった前方，後方連関のシ

ェアが1990年以降に増大し，1995年にはそれぞれ28.9％，56.3％になってい

る（つまり1995年には強力な後方連関効果の半分以上は同一産業内で発生してい

る）。このように，東アジア 8カ国＋日・米で同一産業内の工程間分業が急

速に拡大してきたことが明らかである。一方上位を占める産業の変遷を見る

と，1990年代以降は電気機械が（前方，後方連関効果の両面において）工程間

分業の中心的存在になっており，同産業においてフラグメンテーションなど

の現象が進んできたことがわかる。また鉄・非鉄金属，基礎化学などの素材

産業や（後方連関効果における）自動車等がそれに続いており，機械および

素材産業が工程間分業の中心になっていた。

表 7　産業内空間リンケージ

1位 2位 3位 4位 総計
（シェア）

1975年 後方連関 基礎化学（8） 自動車等（7） 鉄・非鉄（6） 電気機械（5） 46（29.6％）
前方連関 鉄・非鉄（6） 基礎化学（1） 化学製品（1） 木材製品（1）等 13（15.5％）

1990年 後方連関 電気機械（12）基礎化学（9） 自動車等（7） 精密機械（6） 57（51.8％）
前方連関 電気機械（9） 鉄・非鉄（6） 基礎化学（3） 木材製品（1）等 25（21.9％）

1995年 後方連関 電気機械（16）基礎化学（7） 鉄・非鉄（6） 自動車等（6） 54（56.3％）
前方連関 電気機械（15）鉄・非鉄（5） 基礎化学（2） 木材製品（2） 28（28.9％）

　（注）　表中の（　）内の数字は，表 5の対角要素の数（上位 4位までを列挙）および対角要素 

の総計が強い空間リンケージの総数に占めるシェアを示している。 
　（出所）　1995年アジア国際産業連関表をもとに筆者作成。
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4 ．機械産業の結合体の拡大

　表 5， 6では，強い空間リンケージをもつ産業と国を別々に捉えてきた。

ここでは，両者を結合させるとともに，工程間分業の中心であり，生産ネッ

トワークを急速に拡大させてきた機械産業に焦点を絞り，同産業の結合体が

どのように拡大してきたのか検証してみよう。表 5， 6では 5％以上の強度

をもつ空間リンケージを対象にしてきたが，ここでは紙幅の都合上基準を10

％に引き上げる。つまり，生産額の10％以上の生産誘発効果を他国産業にお

よぼす，産業同士の非常に強い空間的な結合体が記載されており，さらに20

％を超えるリンケージについては太い矢印で示されている⑼。

　図 2によると，1975年には極端に大きな結合体は存在せず，しかも個々の

結合体は相互に独立していた。また機械産業間の空間リンケージの他に，東

アジア諸国の機械産業が日本の鉄・非鉄的金属に対して強い後方連関効果

を及ぼしていたのも大きな特色である。この当時は，日本の鉄鋼業の輸出が

ピークを迎えていた時代であり，東アジア諸国の機械産業にとって，日本の

鉄・非鉄金属は機械とならぶ重要な投入財になっていた。

　続いて対象国として中国，台湾が加わった1990年表を見ると，1990年には

異業種間の空間リンケージは縮小し，強い空間リンケージの多くは同一産業

内で発生している。いうまでもなく，これは表 7で示した同一産業内の工程

間分業の進展と対応している。次に各結合体のなかでは，産業機械，精密機

械が縮小し，その他輸送機械が消滅する一方で，電気機械の拡大が顕著であ

る。なかでも東アジア 5カ国（韓国，台湾，フィリピン，シンガポール，タイ）

は日本の電気機械にたいして強い後方連関効果を及ぼし，他方で同地域の 3

カ国（マレーシア，台湾，フィリピン）はアメリカのサービス他に対して前方

連関効果を及ぼしている。これらは，日本，東アジア，アメリカの産業がそ

れぞれ川上，川中，川下に位置し，電気機械の中間財の生産ネットワークが

域内で拡大してきたことを示唆している。従来，日本が東アジアに部品・部
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図 2 　機械産業の結合体
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材を供給し，続いて東アジアで組み立ててアメリカに最終財を輸出するとい

う分業体制がイメージされていた。本章の分析では，日本と東アジアの関係

がそのイメージに合致することを示すとともに，東アジアとアメリカの関係

では東アジア諸国の電気機械がアメリカのサービス他に強い前方連関効果を

及ぼすなど，中間財を通じた結びつきが強いことが明らかになった。
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　1995年になると，結合体の規模は拡大し，結合体同士の結びつきも強まっ

た。なかでも自動車，電気機械における結びつきが強まっている。自動車で

は，1990年に引き続き，（シンガポールを除き日本車の現地生産が行われている）

インドネシア，マレーシア，フィリピン，シンガポール，タイの日本の自動

車産業に対する後方連関効果が強く，特にマレーシア，フィリピンのリンケ

ージは 3割， 4割を超えている。一方電気機械の結合体は，日本を中心とし

ながらも，アメリカとの結びつきを強めている。なかでもフィリピンの電気

機械は，日・米双方にたいして強い前方，後方連関効果を及ぼしており，工

程間分業の拠点になっている。またタイの電気機械がシンガポールの電気機

　（出所）　1975年，1990年，1995年アジア国際産業連関表をもとに筆者作成。
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械にたいして強い前方連関効果を及ぼす一方で，シンガポールの鉄・非鉄金

属はマレーシアの電気機械にたいして同様な効果を及ぼしている。このこと

は，シンガポールを中心に，日・米以外の域内諸国の結びつきが強まってい

ることを示唆しているのかもしれない。最後にアメリカのサービス他にたい

する東アジア諸国の前方連関効果はますます強まっており，同産業は東アジ

アの機械産業の成長を促すうえで大きな役割を果たしてきた。

おわりに

　東アジア 8カ国＋日・米における域内貿易は中間財貿易に主導されて拡大

し，域内への依存度を高めてきた。同時に産業構造が高度化するとともに，

素材，機械産業などを中心に中間財の産業内貿易のウェイトが高まった。こ

れらは，産業内空間リンケージのシェア拡大によって明らかとなった同一産

業内の工程間分業の進展とも整合する動きである。つまり，多国籍企業の活

動の広域化とともに，電気機械などを中心に同一産業内の生産工程が域内に

拡散し，中間財貿易を通じて異なる生産工程が結ばれるようになったために，

中間財貿易と産業内貿易が同時に拡大したのである。

　一方産業連関論の視点から空間リンケージを比較すると，多くの空間リン

ケージはチェネリー＝ワタナベが示した国内産業の連関構造と類似性を示す

が，電気機械の前方連関効果は強く，域内取引において中間財（パーツ，コ

ンポーネント等）としての性格が強まっていることが明らかになった。また

国間の相互依存関係は対等ではなく，東アジア諸国が一方的に日・米に依存

する構造になっている。このような関係は，東アジア諸国の産業構造の高度

化とともに修正されていくであろうが，小国との間には偏った関係が残存す

るであろう。一方電気機械を筆頭に，機械や素材産業における産業内空間リ

ンケージのシェアが増大しており，それら産業において工程間分業やフラグ

メンテーションが進展してきたことがわかる。
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　最後に機械産業の結合体については，自動車や電気機械を中心に結合体の

規模が急速に拡大した。また結合体の内部においても，同一産業内の空間リ

ンケージのシェアが増大しており，上述の動きとも呼応する。一方，電気機

械の結合体のなかでは日本，東アジア，アメリカの産業がそれぞれ川上，川

中，川下に位置し，同産業の中間財の生産ネットワークが拡大していること，

自動車の結合体のなかではマレーシア，フィリピンなどの自動車産業が日本

の自動車産業にたいして非常に強い後方連関効果を及ぼすこと，フィリピン

の電気機械が日・米双方に強い前方，後方連関効果を及ぼしており，工程間

分業の拠点になっていること，シンガポールを中心に日・米以外の域内諸国

の結びつきが強まっていること，アメリカのサービス他にたいする東アジア

諸国の前方連関効果がますます強まっていること，などが示された。

テクニカル・ノート

1．国際産業連関表を用いた貿易指数の計測

　グルーベル・ロイド指数（Grubel and Lloyd［1975］）は，国際分業が産業間

分業を中心に進展しているのか，あるいは産業内貿易のウェイトが高いのか

検証するのに便利である。本章ではアジア国際産業連関表を用いながら，財

の使用目的別にグルーベル・ロイド指数を計算した。たとえば，中間財のグ

ルーベル・ロイド指数の計算方法は以下の通りである。

　GLr* 
i•=1－
Σ

n1

j=1

s=

Σ
s≠r

（zrs 
ij－ zsr 

ij）

Σ
n1

j=1

s=

Σ
s≠r

（zrs 
ij＋ zsr 

ij）

　zrs 
ijは，国際的な中間財取引を表し，r国 iセクターから s国 jセクターへの

中間財の産出額を示している。また n1は中間財取引のセクター数， は内
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生国数である（なお消費財と資本財の指数は，上式の jを最終財取引のなかの民

間消費＋政府消費，粗固定資本形成の列ベクトルにそれぞれ置き換えればよい）。

　さらに表 3，表 4で掲載された国別および産業別グルーベル・ロイド指数

は，上式で得られた指数を，それぞれ対応する産業別，国別の貿易取引（輸

出＋輸入）額のウェイトによって加重平均したものである。なおグルーベ

ル・ロイド指数は， 0から 1までの値をとり，指数が大きいほど産業内貿易

の占める比重が高いことを示している。

2．空間リンケージの計測

　空間リンケージの計測は，ミラー（Miller［1966］）が地域間のフィードバ

ック効果の分析を行ったのを機に注目されるようになった。本章では，「仮

説的抽出法」（hypothetical extraction method）を用いながら東アジアにおける

空間リンケージを計測した。

⑴　後方連関効果の計測

　ハーシュマン（Hirschman［1958］）が前方，後方連関効果の概念を提示し，

ラスムッセンをはじめとする初期の研究者達（Rasmussen［1957］，Chenery 

and Watanabe［1958］）が連関効果の計測方法を提示して以来，レオンチェフ・

モデルが頻繁に用いられてきた。一般にケインズ・モデルとも整合的なレオ

ンチェフ・モデルは，後方連関効果の分析に適している⑽。

　Zを産業連関表の中間取引を表す正方行列⑾，xを生産額を示す列ベクト

ルであるとすると，投入係数行列は，A=Z^x-1（^xは xの対角行列）によって

与えられる。次に生産額と中間取引ならびに最終需要額の間に，x=Zi+f= 

Ax+fの関係が成立するため（iは単位列ベクトル，fは最終需要列ベクトル），

これを xについて解くと，

　x=（I-A）-1f  ⑴

となる。なお⑴式における（I-A）-1は，レオンチェフ逆行列と呼ばれ，無限
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級数に展開すると，∆x=（I-A）-1∆ f=∆ f+A ∆ f＋A2∆ f＋A3∆ f+…が得られる。

この式は，投入係数が安定的（あるいは一定）であると仮定したうえで，最

終需要が変化したとき，最初に生産が最終需要と同額（∆ f）だけ誘発され，

続いて ∆ fを生産するために中間財需要が A ∆ f，さらに A ∆ fを生産するため

に A2∆ f…，と中間財需要が川下から川上産業に向けて逐次的に波及してい

くプロセスを示している。このように，レオンチェフ・モデルの生産波及プ

ロセスは，本章で述べた後方連関効果の概念に対応しており，しかも同モデ

ルでは，財の価格は変化しないために，取引額の変化は実質的な数量変化を

捉えている⑿。

　続いて仮説的抽出法について説明しよう。同法では，仮説的に当該セクタ

ー（ j）が自国を含む国際産業連関表のすべての内生国から中間財を一切投入

（購入）しないで，域外から輸入するケースを考える。その場合，当該セク

ターから内生国への生産波及効果はすべて遮断されて，自国を含めた内生国

の生産は下落する。ここで縮小した生産額を計測し，それを当該セクターか

ら内生国への後方連関効果とみなすのである（Dietzenbacher and Van der Linden

［1997］）。具体的には，国際産業連関表の投入係数行列 Aにおける s国 jセ

クターの投入係数をすべてゼロに置き換えた行列を A（-sj）とすると，x（-sj）

=［I-A（-sj）］-1fは，上記仮説的なケースにおける生産誘発額を示す。そこで

⑴式との差である

　x-x（-sj）  ⑵

は，s国 jセクターによって誘発された後方連関効果の大きさを表している⒀。

なお相互依存関係の強さを計測するには，リンケージの絶対的な大きさより

も，指数化した方がわかりやすい。そこで，⑵式を（生産を誘発している）

当該セクターの生産額 xs 
jで割った BL（-sj）=［x-x（-sj）］/xs 

jを，後方連関効果の

相対的な強さ（xs 
j 1 単位によって誘発された各産業の生産誘発額）を示す指標と

して用いよう。
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⑵　前方連関効果

　前方連関効果の分析のためには，後方連関効果の概念に対応するレオンチ

ェフ・モデルは不適当である。そのため，前方連関効果の計測には，別の手

法が必要であり，それをめぐって長い間論争が繰り返されてきた。しかし，

近年では産出係数行列を用いた仮説的抽出法が有力な分析手法として定着し

つつある。

　vを各セクターの付加価値額を表す列ベクトルとすると，生産額と中間投

入ならびに付加価値額の間に x'=i'Z+v'の関係が成立する。ここで，産出係

数行列 B=^x-1Zを左式に代入すると，x'=x'B+v'となり，それを x'について

解くと，x'=v'（I-B）-1が得られる。（I-B）-1は，ゴシュ逆行列と呼ばれ，無限

級数に展開すると，∆x'=∆v'（I-B）-1=∆v'+∆v'B+∆v'B2+∆v'B3+…となる。こ

の式では，産出係数が安定的であると仮定したうえで，付加価値額が変化し

たときに，最初に付加価値額と同額（∆v'）だけ生産が誘発され，続いてそ

の生産物は，中間財として各セクターに配分されて，各セクターの生産額を

∆v'Bだけ増加させる。以下，同様のプロセスが繰り返されて，生産が乗数

的に拡大していく。このように，ゴシュ・モデルでは，川上産業から供給さ

れた中間財を通じて川下産業の生産が誘発されており，前方連関効果の概念

に対応しているといえよう⒁。

　続いて前方連関効果の計測方法であるが，⑵式とアナロガスに，r国 iセ

クターが自国を含めた内生国の産業に中間財を一切産出（販売）しないで，

域外に輸出する場合を考えよう。この場合，x（-ri）'=v'［I-B（-ri）］-1（B（-ri）は，

産出係数行列 Bにおいて，r国 iセクターの産出係数をすべてゼロに置き換えた行

列）は，仮説的なケースにおける誘発生産額を示しており，前方連関効果の

相対的な強さは，FL（-ri）=［x'-x（-ri）'］/xr 
i（xr 

i 1 単位によって誘発された内生国

における各産業の生産誘発額）によって表される。

　なお本章の主題である空間リンケージは，BL（-sj）列ベクトル，FL（-ri）行

ベクトルの各セルのうち，自国（s国，r国）を除く域内国に対応したセルの

数値で示されている。例えば，BL（-sj）列ベクトルのなかで，t国 kセクター
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に該当するセルは，s国 jセクターの t国 kセクターに対する空間的な後方

連関効果の強さを示している。

〔注〕
⑴　分類の細かい貿易統計を利用しながら，品目名から類推して，輸出入され
る財を消費財，中間財，資本財など目的別に仕分けすることも可能である。
しかし，それらは，輸入国における実際の財の使用目的にもとづいて作られ
た統計データではないため，信頼性の面で問題がある。国際産業連関表はそ
のような問題を回避するとともに，輸入国の国民所得統計とも整合的である
ため信頼性の高いデータ・ソースであるといえよう。
⑵　後述するように，東アジア 8カ国において中間財輸入の占める比重も大き
い。その理由のひとつは，ここで示したように，中間財の投入比率がそもそ
も高いためである。
⑶　さらに表 2の東アジア 8カ国および総合計の行を見ると，1985年から1995
年にかけて，中間財，消費財，資本財のいずれにおいても域内投入比率なら
びに海外依存比率が上昇している。
⑷　前述したとおり，1985年から1995年にかけて東アジア 8カ国における中間
財の域内投入比率の伸び率は38％であった。それに対して，資本財の域内投
入比率（9.4％→11.8％）および消費財の域内投入比率（2.1％→2.7％）の伸び
率は，それぞれ26％，29％である。
⑸　データとして利用可能なアジア国際産業連関表の基本分類は，1975年表56
部門，1985年表24部門，1990年表および1995年表78部門である。そのうち
1985年表の製造業の部門分類は粗すぎるため，グルーベル・ロイド指数（56
部門）および空間リンケージ（23部門）の計算には，1985年表以外の表を使
用することにした。ただし1975年表は内生国に中国，台湾が含まれていない
ために厳密な比較は難しい。その点に留意して分析結果を読み解く必要があ
る。
⑹　Hoen［2002］は，1970年から1985年までの EC国際産業連関表を用いてグ
ルーベル・ロイド指数を計算した。その結果，EC域内において産業内貿易の
比重が高まるとともに，国別ではフランス，ドイツ，ベルギーなどの指数が
高く，産業別では製造業の指数が高いことが明らかになった。ただしホーエ
ンの分析では財が使用目的別に分類されていないために，本章のように中間
財のみの趨勢を知ることはできない。
⑺　この事実は，国境を跨いだ工程間分業によって財を生産する場合でも，国
内で生産する場合と類似した生産技術やリンケージの特性があることを示唆
しており，興味深い。
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⑻　ヴァン・デア・リンデンは1985年 EC国際産業連関表を用いて筆者と同様な
手法で空間リンケージを計測した（Van der Linden［1998］）。それによると，
7カ国（ドイツ，フランス，イタリア，オランダ，ベルギー，イギリス，デ
ンマーク）のなかで独・仏の占める強いリンケージのシェアは71％であり，
本章で計測した日・米のシェア79.3％に近い。このように，たとえ成熟した先
進国同士の貿易であっても，自給率の低い小国が大国の産業に一方的に依存
するという構造は残存するのである。
⑼　図 2では，機械産業の各結合体のなかで10％以上の空間リンケージを誘発
あるいは受容しているすべての空間リンケージの組合せを描いている。
⑽　価格の固定性，投入係数の安定性，派生需要による数量調整などレオンチ
ェフ・モデルの諸特徴は，不完全雇用下のケインズ・モデルに対応している
ことが森嶋［1956］によって示されている。
⑾　国際産業連関表の中間取引の行（列）数は，（内生国数）X（セクター数）
に等しい。
⑿　レオンチェフ・モデルには，需要は価格にたいして完全に非弾力的，供給
は完全に弾力的，セクター（産業）ごとの生産物は均質，などの特徴があ
る（Oosterhaven, Eding, and Stelder［2001］）。そのため，価格は変化せず，
需要曲線のシフトによって生産量が変化する。なお，レオンチェフ・モデル
における投入係数の安定性の仮定は「代替定理」によって裏付けられている
（Samuelson ［1951］）。
⒀　x-x（-sj）および後述の x'-x（-ri）' については，行列の計算テクニックを用
いることにより厳密な数学的展開が可能である。詳しくは，Milller and Lahr

［2000］を参照せよ。
⒁　ゴシュ・モデルの理論的前提として，すべての投入財（中間財ならびに
付加価値に相当する労働力等）の間に完全な代替性が必要である（Gruver

［1989］）。しかも，一定の産出係数にしたがって，生産物が各セクターに配
分される過程で，各セクターの投入係数は逐次変化していく。この状況は，
明らかにレオンチェフ・モデルが前提とする投入係数の安定性と矛盾する。
しかも，「代替定理」などによって理論的な基礎付けが行われているレオン
チェフ・モデルと比較して，すべての投入財の完全な代替性は受け入れがた
い前提である。そのため，ゴッシュ・モデルの正当性を確認するために，「相
対的な接合安定性」（relative joint stability）の概念（Chen and Rose［1986，
1991］，Rose and Allison［1989］）や同モデルを価格モデルとして再解釈する
提案（Dietzenbacher［1997］）が出されている。
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